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国立大学法人三重大学外国人教師等退職手当支給規程

（趣旨）

第１条 国立大学法人三重大学（以下「本学」という。）に外国人教師又は外国人研究員（以下

「外国人教師等」という。）として勤務し，退職した者に対して退職手当を支給する場合の基

準は，この規程の定めるところによる。

（適用範囲）

第２条 外国人教師等が退職したときは，この規程の定めるところにより退職手当を支給するこ

とができる。

２ 外国人教師等が死亡により退職したときは，その遺族に退職手当を支給することができる。

第３条 前条の規定にかかわらず，次に掲げる各号のいずれかに該当する場合は，退職手当を支

給しない。

(1) 勤務期間が３年未満で退職（死亡による退職を除く。）した場合

(2) 外国人教師等に国立大学法人三重大学年俸制適用教員給与規程（以下「年俸制教員給与規

程」という。 )が適用されていた場合

(3) 本学職員就業規則第６０条第５号の規定に準じて懲戒解雇された場合

（普通退職の場合の退職手当）

第４条 第６条の規定に該当する場合を除くほか，退職した者に対する退職手当の額は，退職の

日におけるその者の基本給月額に，その者の勤続期間を次の各号に区分して，当該各号に掲げ

る割合を乗じて得た額の合計額とする。

(1) １年以上１０年以下の期間については，１年につき１５０分の６０

(2) １１年以上２０年以下の期間については，１年につき１５０分の６５

(3) ２１年以上３５年以下の期間については，１年につき１５０分の７０

第５条 前条に規定する者に対する退職手当の額は，その者が次の各号に掲げる者に該当すると

きは，同項の規定にかかわらず，同項の規定により計算した額に当該各号に掲げる割合を乗じ

て得た額とする。

(1) 勤続期間３年以上５年以下の者 １００分の５０

(2) 勤続期間６年以上１０年以下の者 １００分の７５

（負傷等により退職した場合の退職手当）

第６条 負傷若しくは病気又は死亡により退職した者に対する退職手当の額は，退職の日におけ

るその者の基本給月額に，その者の勤続期間を次の各号に区分して，当該各号に掲げる割合を

乗じて得た額の合計額とする。

(1) １年以上１０年以下の期間については，１年につき１５０分の９０

(2) １１年以上２０年以下の期間については，1年につき１５０分の１０５

(3) ２１年以上３５年以下の期間については，1年につき１５０分の１２０

２ 前項に規定する負傷又は病気とは，国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）別

表第３に掲げる程度の疾病の状態にある負傷又は病気という。

（勤続期間の計算）

第７条 勤続期間の計算は，外国人教師等として引き続いた在職期間による。

２ 前項の在職期間は，外国人教師等となった日の属する月から退職した日の属する月までの月
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数による。

３ 前２項により計算した在職期間に１年未満の端数のあるときは，これを切り捨てる。ただし，

在職期間が１年未満で死亡した場合は，これを１年とみなす。

４ 年俸制教員給与規程の適用を受ける外国人教師等として在職していた期間は，第１項の規定

にかかわらず，その期間を在職期間に算入しない。

（遺族の範囲及び順位）

第８条 退職手当の支給を受ける遺族の範囲及び順位は，別に定める国立大学法人三重大学職員

退職手当規程第１４条及び第１５条の規定を準用する。

附 則

１ この規程は，平成１６年４月１日から施行する。

２ この規程の施行日の前日において，外国人教師の取扱いについて（昭和４４年４月１６日付

け文大庶第２５１号）及び外国人研究員制度について（昭和５０年１２月１５日付け文学機第

３４０号）により雇用されていた者の雇用期間は，この規程による勤続期間とみなす。

附 則

この規程は，平成２３年１月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２７年４月１日から施行する。


